
地方独立行政法人 那覇市立病院 行動計画 

 

 職員が仕事と子育てを両立させることができ、職員全員が働きやすい環境をつくること

によって、全ての職員がその能力を十分発揮できるようにするため、次のような行動計画を

策定する。 

１．計画期間 令和 7年 11月 1日～令和 1２年 10月 31日までの５年間 

２．内容 

 

目標 1： 令和 7年 10月に改正された育児・介護休業法に基づき、妊娠、出産、子育

てを行う職員及び、介護を行う職員向けに、制度の周知を図る。 

 

〈対策〉 

●令和 7 年 12 月～クラウド型人事労務システムを活用し、産前産後休暇、出生時育

児休業、育児休業、看護休暇、介護休暇、介護休業等に関する休暇や休業の制度周知を

行う。また、４０歳（介護に直面する前の早い段階）に達する職員へ、メ

ッセージ機能を用いて介護休暇・休業の通知をし、より把握しやすい環境

づくりを行う。  

 

目標 2： 男性職員の育児休業（出生時育児休業を含む。）取得の促進。 

     1年度内に子が生まれた男性職員の 80％育児休業取得を目指す。 

 

〈対策〉  

●令和 7 年 12 月～ 出生時育児休業の院内周知（人事労務システム・院内掲示板）及

び所属長向けに男性の育児休業促進を周知する。また、休業明けの復職時支援プログラ

ムを策定する。 

●適宜       人事 Gにて相談窓口対応 

 

目標 3： 職員の月平均残業時間を前年度より 5％以上削減させる 

 

〈対策〉  

●令和 7年 11月～ 職員の残業時間を適切に把握し、適正化を図る。 

●働き方改革ワーキンググループでタスクシェア・タスクシフトを検討し、労働時間の

短縮を図る。 



公表日 令和 7年 11月 1日 

地方独立行政法人 那覇市立病院 

 

令和 6年度 男性職員の育児休業取得の状況 

 

             令和 6年度 

期間 令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 

「育児休業等」取得割合 77 % 

「育児休業等」＋「育児目的休暇」の取得割合  91% 

 


